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北海道の地域特性（概要）
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⼈口減少
（2013年対⽐） 約95% 北海道︓94.8%

全 国︓98.1%

⼀極集中度
（札幌市への集中度） 4割弱 北海道︓518万人

札 幌︓196万人（38％）

東京圏への転出超過 全国10位 北海道からの転出超過︓3,703人
札幌市からの転出超過︓1,661人

情報サービス業等 事業所数
（2016年） 全国6位 北海道︓ 1,357事業所

全 国︓34,576事業所

首都圏からの本社転入数
（2019年対⽐） 全国1位 北海道︓26社

⼤阪府︓14社（2位）

有効求⼈倍率/情報処理通信技術者
（12月時点） 1.06倍 東京︓3.22倍

全国︓1.62倍

 北海道は、全国を上回るペースで年々⼈口が減少。札幌市への⼀極集中が進み、超広
域分散型の地域構造。20〜24歳を中心に、東京圏へ人口転出超過。

 一方、「サッポロバレー」と呼ばれた歴史もあり、多くのIT企業群・⼈材を有し、近年はIT
関連企業を中心に企業転入が増加傾向。低位な有効求人倍率等が魅⼒となっている。

出典︓総務省「令和2年住⺠基本台帳」 「令和2年住⺠基本台帳⼈⼝移動報告」
総務省統計局｢平成28年経済センサス｣ ㈱帝国データバンク｢首都圏･本社移転動向調査2021｣、札幌市｢SAPPORO企業進出総合ナビ｣
厚⽣労働省｢一般職業紹介状況｣、東京労働局「求人・求職バランスシート、北海道労働局「職種別、求人・求職・賃⾦状況」

2022年ベース



出所︓総務省「住⺠基本台帳」

北海道の⼈口

北海道と全国の⼈口指数の推移
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 北海道の人口は約518万人（2022年）で、全国を上回るペースで⼈口減少が進⾏。
 年々、少⼦⾼齢化が進⾏しており、今後も⽣産年齢⼈口の減少が予想される。
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北海道の⼈口
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 ⼈口の38%が札幌市に⼀極集中しており、年々集中度が⾼まっている傾向。
 一方で、札幌市以外の主要都市の⼈口は減少が続いている状況。

道内主要都市の⼈口構成比
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札幌市以外の道内主要都市の⼈口推移



出所︓総務省「住⺠基本台帳⼈⼝移動報告」

札幌市
転入超過︓10,103

（10,010）
転入︓36,066
（35,892）

転出︓25,963
（25,882）

道内他市町村

転出超過︓1,661
（1,110）

転入︓13,068
（13,050）

転出︓14,729
（14,160）

東京圏
（⼀都三県）
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北海道（札幌市）の⼈口移動

東京圏への転出入等の⼈口移動分析概要-2022年-

 2022年の人口移動について、北海道は対東京圏に対しては、転出超過（▲3,703
⼈）となっている。

 札幌市は対東京圏では転出超過（▲1,661⼈）である一方で、道内他市町村に対し
ては、転入超過（10,103⼈）となっている。

 2021年との⽐較において、札幌市は対東京圏への転出数が増加しており、道内他市町
村からの転入数も増加。

※カッコ内は2021年時点

転出超過︓2,042
（1,530）

転入︓12,182
（11,825）

転出︓14,224
（13,355）

東京圏
（⼀都三県）

札幌市からの
移動を除く

札幌市を除く市町村

東京圏への転出超過
上位10都道府県

①愛知県 10,951

②大阪府 10,368

③兵庫県 6,238

④静岡県 5,059

⑤宮城県 4,765

⑥新潟県 4,648

⑦広島県 4,417

⑧福岡県 4,403

⑨福島県 3,880

⑩北海道 3,703



出所︓総務省「住⺠基本台帳⼈⼝移動報告」
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 ⽣産年齢別では、15歳〜29歳の転出超過が際⽴っている。
 特に、20〜24歳の転出超過がピークとなっており、⼤学入学、卒業〜就職が移動の主な

理由と考えられる。

北海道（札幌市）の⼈口移動
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道内IT業界の現状等

 北海道では1980年代に｢サッポロバレー｣と呼ばれるIT産業クラスターが形成され、国内有数のゲーム開発企業等も輩出。
｢情報サービス業等｣に関しては、全国6位の事業所数(1,357)を抱える。

 道内IT産業の市場規模は継続拡⼤しており、2021年度には5,000億円を超え「⾷料品製造業｣に次ぐ第2位の規模となっ
ている。8割近くの企業が｢人材の確保･育成｣を課題としており、6割超の企業が｢従業員の増加を想定｣している。

② 北海道IT産業総売上⾼の推移(億円)
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① 情報サービス業等 事業所数(全国上位)

78.8%

53.0%

48.3%

31.8%

31.1%

人材の確保･育成

営業⼒の強化

技術⼒の強化

利益率の向上

企画･提案⼒の強化

③ IT企業(道内事業所)の経営課題 (複数回答)

④ 道内IT系企業/今後3ヶ年程度先の総従業者数の⾒込み

②･③･④出所︓一社)北海道IT推進協会「北海道ITレポート2022｣
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■北海道は、全国第6位の事業所数
(「従業員数(24,822人)」も同様に第6位)。

① 出所︓総務省統計局｢平成28年経済センサス｣
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北海道への企業転入について①
 2021年北海道への本社転⼊数は、前年⽐＋26社の36社。内、33社を「首都圏からの転⼊｣が占める。業種内訳

は情報通信業含む「サービス業」が、19社と過半数を占めている。

 2021年首都圏から北海道への本社転⼊数は、コロナ前(2019年)⽐＋26社と全国1位の増加数。進出事例を⾒て
も、東京本社IT関連企業の拠点新設等が目⽴つ。

①･② 出所︓㈱帝国データバンク 「北海道・本社機能移転動向調査（2021年）」
※本資料の「本社」とは、実質的な本社機能（事務所など）が所在する事業所を指し、

商業登記上の本店所在地と異なるケースがある。また、本社機能分散化などに伴う移転も含まれる。

④出所︓札幌市｢SAPPORO企業進出総合ナビ｣掲載企業より抽出
④ 主な道内進出IT関連企業

① 北海道への本社転入企業数推移

② 業種別、道内本社転入状況推移

③ コロナ前(2019年)比で、首都圏からの本社転入が増加した地域(2021年)

コロナ前(2019年)⽐で＋26社、
33社の企業が⾸都圏から北海道へ本社転入。
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■36社中、33社が｢⾸都圏からの本社転入｣。
■36社中、28社が｢売上10億円未満｣。

スタートアップ等、⽐較的小規模企業が本社転入の模様。

③ 出典︓㈱帝国データバンク ｢首都圏･本社移転動向調査2021｣

業種 2019 2020 2021 3カ年累計
サービス業
(情報通信含む) 4 4 19 27

製造業 2 0 5 7
小売業 1 1 4 6
卸売業 1 1 2 4
建設業 1 2 1 4
不動産業 0 1 2 3
運輸･通信業 0 0 2 2
その他 0 1 1 2
計 9 10 36 55

社名 本社所在地 業種 内容
㈱セガ 東京都 ゲーム開発等 拠点新設
㈱ENGI 東京都 3DCGアミメーション製作等 拠点新設
ウェルネット㈱ 東京都 ソフトウェア開発等 本社移転
㈱デジタルアイデンティティ 東京都 WEB広告制作等 拠点新設
フューチャープロジェクツ㈱ 東京都 ウェブサイト制作等 拠点新設
AWL㈱ 東京都 AI関連商品開発・販売等 本社移転
㈱ウタリカ 東京都 3DCGアミメーション製作等 拠点新設
テクノブレイブ㈱ 東京都 各種システムコンサル等 拠点新設
㈱スマレジ 大阪 POSレジ事業等 拠点新設
㈱BTM 東京都 システムエンジニアリング等 拠点新設

2021

2020

2019
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北海道への企業転入について②
 北海道への企業転⼊増加については、｢WEB会議･テレワーク等の働き方改革の浸透｣、｢オフィス賃料･住居コ

ストの安さ｣、「札幌市(｢本社機能移転促進補助⾦｣｢IT･コンテンツ･バイオ⽴地促進補助⾦｣)･道庁(｢北海道企業⽴地促
進補助⾦｣「地方拠点強化税制」)の優遇措置」等が要因と考えられる。

① 企業のテレワーク導入状況(全国)
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①、② 出所︓総務省 ｢令和3年通信利用動向調査の結果｣
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札幌市

③ 1坪あたりのオフィス賃料 ③ 出所︓三幸エステート㈱｢OfficeMarket( 2023年1月末現在)｣

■コロナ禍を経て、過半数の企業がテレワークを導入。

■「情報通信業」が最も
テレワークを導入。

④札幌市・北海道の優遇措置等 ④出展︓札幌市｢SAPPORO企業進出総合ナビ｣② 産業別テレワークの導入状況(全国/2021年)
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北海道への企業転入について③
 その他、｢低位な有効求⼈倍率｣ ｢情報･工学系教育機関が集積している事｣も、北海道への企業転入要因と考えられる。

 情報処理通信技術者の有効求人倍率に関して、北海道は｢1.06｣と東京(｢3.22｣)の約3分の1と低位の状況。直近(2022.12
月時点)では、全業種平均と⽐較しても低位となっている。

 道内の教育機関に関しては、情報･工学系の入学定員が約5,200人で毎年多くのIT系人材を輩出している。

② 北海道の情報・⼯学系教育機関(2020年度) ※⼈数は入学定員数

②出展︓北海道企業⽴地ガイドブック(2022年4月版)①出所︓厚⽣労働省｢一般職業紹介状況｣、東京労働局「求人・求職バランスシート」、
北海道労働局「職種別、求人・求職・賃⾦状況」 を元に当局作成

①有効求⼈倍率推移(情報処理･通信技術者含む)
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■東京の(情報処理通信技術者)の有効求人倍率は
｢3.22｣と北海道(｢1.06｣)の約3倍の状況。

東京


